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厚生労働省 山口労働局



労働局の役割

労働局は、働く人のために、仕事の確保（職業安定行政）、労働環境の整備（労働基準行政）、職業能力の
向上（職業能力開発行政）、雇用機会の均等確保（雇用均等行政）など、労働に関連する行政分野を総合的・
一元的に行う厚生労働省の地方機関です。

職業安定行政

労働基準行政 雇用均等行政

職業能力開発行政

労働環境の整備

仕事の確保

雇用機会の均等確保

職業能力の向上

2



労働基準監督署 ７署

山口労働局

ハローワーク ９所（分室１）

山口労働局の組織設置状況

（平成３１年４月１日 現在）
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労働基準監督署
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職業安定部
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総 務 課

労働保険徴収室

監 督 課

健康安全課
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職業対策課

訓 練 室 4



労働者にとって、安心・安全な職場環境を実現するためには、労働基準法などで定められた労働条件が確保され、その改善が図
られることが重要であり、労働基準監督官が事業主に対し、労働基準関係法令で定められた基準を守るよう、必要な指導を行っ
ています。なお、重大または悪質な法違反に対しては、送検手続きを行っています。

労働の対価となる賃金については、適切に支払う必要があることはもちろん、地域ごとに定められている最低賃金以上の賃金
を支払わなければなりません。仮に、最低賃金額より低い賃金を労働者と使用者の合意により定めていたとしても、法律により無
効とされ、最低賃金額と同様の定めをしたものとされます。

労働安全衛生法やガイドラインなどでは、労働者の安全と健康を守るため、健康診断の実施、機械・設備の安全対策、化学物質
を使用する際の換気装置の設置、メンタルヘルス対策など、様々な対策を事業主に求めています。国は、こうした対策が行われる
よう、事業場への立入指導、特に危険な作業の計画届の審査、危険な機械の検査などを行い、安全な職場の実現に向けて取り組ん
でいます。

１ 労働条件の確保・改善対策

２ 最低賃金制度の適切な運営

４ 労働者の安全と健康確保

労働基準行政に関する業務

各種情報から長時間にわたる過重な労働が疑われる事業場に対して監督指導を実施します。また、近年、過重労働によって脳や
心臓の疾患を発症する人や、心の健康問題で不調を訴える人などが減少傾向にないため、各種対策を一層進めています。

３ 長時間労働の抑制及び過重労働による健康障害防止対策の推進等

健康で安心して働ける職場を作り、豊かでゆとりのある生活が送れることを目指
して、労働条件の確保・改善、労働時間対策、労働者の安全と健康の確保、迅速
で的確な労災補償などに取り組むことが重要です。
これらの業務は、労働局の労働基準部と労働基準監督署が担当しています。

健康で安心して働ける職場を作り、豊かでゆとりのある生活が送れることを目指して、労働条件の確保・改善、

労働時間対策、労働者の安全と健康の確保、迅速で的確な労災補償などを実施しています。
これらの業務は、労働局の労働基準部と労働基準監督署が担当しています。
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業務上の事由又は通勤による労働者の負傷、疾病、障害又は死亡等に対して、必要な保険給付を行い、あわせて、被災労働者の
社会復帰の促進、被災労働者の援護等の事業等を行っています。

５ 労災補償対策の推進
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労働基準行政の業務 【事務官】

労災補償業務

 労災補償業務は、業務上の事由又は通勤に
よる労働者の負傷・疾病・障害・死亡など
に対して必要な保険給付を行うために、請
求された個々の事案ごとに審査や調査を行
い、労災保険適用の有無及び給付範囲など
の判断（認定）を行う業務です。

 労災認定に当たっては、被災者や事業場関
係者などから聴き取りを行ったり、関係資
料の収集や主治医や専門医から医学的な意
見を求めるなど、労災の認定基準に基づく
高度な判断を行うための調査を行っていま
す。

（その１）
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仕事中や通勤中の負傷（ケガや疾病）など、労働災害にあわれた方やその遺族の方に対して、迅速か
つ公正な保護をするために保険給付等を行っています。（労働者災害補償保険法に基づく保険給付等）
これらの業務は、主に労働基準監督署が行っています。

葬祭料
（葬祭給付）



労働基準行政の業務 【事務官】

・労働者を１人でも雇用していれば、業種・規模を問わず労働保険の適用事業となり、事
業主は成立（加入）手続を行い労働保険料を納付をしなければなりません。当該書類の審
査や調査、保険料の徴収などの業務を行います。（農林水産業については一部例外あり）

労働保険・適用徴収

（その２）
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 近年では、仕事のストレスを原因
とした精神障害や過労等を原因とす
る脳・心臓疾患の請求が増え、社会
的にも注目されています。

 被災者の社会復帰の促進や遺族の
援護を図るための各種事業も行って
います。

労働保険とは、労働者災害補償保険と雇用保険を総称したもので、労働保険の加入手続や労働保険料
の徴収などを行っています。
これらの業務は、労働局や労働基準監督署が主に行っています。

療養（補償）給付

診療、薬剤の支給、手

術等が無料で受けられま

す。

休業（補償）給付

ケガなどの治療のため
に仕事を休み、賃金を受
けていない場合に、一日
あたり平均賃金相当額
（特別支給金を含む。）
の８０％の額が受けられ
ます。

障害（補償）給付

ケガや病気が治ゆ（症

状固定）した後に一定の

障害が残った場合、障害

の程度に応じ年金または

一時金が受けられます。

遺族（補償）給付

葬祭料（葬祭給付）

労働災害により死亡し

た時、遺族は年金または

一時金が受けられます。

また、葬祭料（葬祭給

付）も受けられます。



就職を希望するすべての人を支援するため、職業紹介、雇用保険、求職者支援、雇用対策を一体的に実施
しています。
これらの業務は、労働局の職業安定部とハローワークが行っています。

職業紹介

雇用保険 / 求職者支援 雇用対策

職業紹介・職業相談
求人開拓
職業訓練の受講あっせん

失業認定・失業給付の支給、職
業訓練受講給付金の支給等の
求職者支援制度に関する事務

障害者の雇用率達成指導
高年齢者の就労促進に係る助言・指導
雇用維持に係る支援・指導

１ 概要について

職業安定行政に関する業務（その１）
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２ 職業紹介について

① 求職者に対する相談、援助等

② 求人者に対する相談、援助等

求職者に対しては、職業相談を通じて、労働条件や能力と適性等を把握し、求人情報の提供、
職業紹介、職業訓練のあっせんなどを行っています。また、必要な場合は、キャリア・コンサル
ティングや面接のトレーニングを行い、求職者の再就職の実現を図っています。

求人者に対しては、求職者情報の提供や求人条件に関する指導だけでなく、雇用促進のた
めの各種助成金支給などの業務を行っています。また、職員が自ら企業を訪問し、求人の掘り
起しを行っています。この他、高齢者や障害者、新規学卒などを対象とした合同就職面接会の
開催などのマッチング業務を実施しています。

求職者 求人者

職業相談

求人開拓求職受理 求人受理

職業紹介

採用・就職

職業訓練

求人充足支援

職業安定行政に関する業務（その２）
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３ 雇用保険について

雇用保険制度は、労働者が失業した場合に、セーフティネットとして、その生活の安定と再就職の促進のため
に、給付を行うものです。

適用の流れ 給付の流れ

雇用保険資格取得届の受理 求職票の受理

雇用保険資格喪失届の受理
受給資格決定

○ 労働者を雇用した場合、事業主がハローワークに対し、
取得届を提出

○ 労働者が離職した場合、事業主がハローワークに対し、
喪失届を提出

○ 求職者がハローワークに来所し、求職を申し込み

○ 離職による資格喪失・離職理由の確認
○ 必要な被保険者期間があることの確認
○ 労働の意思・能力の確認

失業の認定（４週間に１度）

支 給

○ 労働の意思及び能力の確認
○ 就職（就労）した日の有無について確認

職業安定行政に関する業務（その３）
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４ 主な雇用対策について

障害者の雇用促進を図るため、法定雇用率を下回っている事業主に対して指導を行っています。

障害者雇用セミナーなど効果的
な集団指導の実施

障害者雇用率達成指導

関係機関と連携した職域開発の
提案による職務の拡大

障害者雇用に関する助成金等
の支援制度の周知

高年齢者の就労促進

高年齢者が年齢に関係なく働き続けることができるよう「生涯現役社会」の実現に向けた対策を行っています。

大規模調整に対する対策

事業所閉鎖・縮小等により対象の離職者が発生する場合は、県や市町などを含め関係機関と連携して迅速・効果的な雇用対策
を行います。

高年齢者雇用確保措置を講じて
いない事業主への指導

65歳までの安定した雇用の場の
確保に向けた普及促進

民間団体を活用した退職後の
働き方に関するセミナーの開催

離職者の希望職種を踏まえた集
中的な求人開拓の実施

就職面接会の開催 希望職種を踏まえた職業訓練
ニーズの把握・あっせん

職業安定行政に関する業務（その４）
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求人情報提供端末では、求職者が希
望条件を入力することで、条件に合っ
た求人を検索することができ、求人票
を印刷して持ち帰ることもできます。
なお、求人情報提供端末では、全国
の求人を検索することが可能です。

５ ハローワークの光景

職業相談窓口 求人窓口 求人情報提供端末

ハローワークの顔ともなる職業相談
窓口では、求職者に対し就職に向け
たきめ細やかな相談を行っています。
なお、相談窓口はパーテンションで区
切られており、プライバシーにも配慮
しています。

求人窓口では、求人を受け付ける際
に、求人内容が労働関係法令に違反
していないか十分に確認しています。
また、雇用関係各種助成金の周知な
ど、事業主に対する支援を行ってい
ます。

職業安定行政に関する業務（その５）
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男女雇用機会均等法の周知・徹底を行っています。

雇用の分野における男女の均等な待遇の確保、仕事と育児や家庭の介護との両立ができる環境の整備、パー
トタイム労働者の待遇の改善などへ向けたさまざまな施策を推進するため、法律の周知、事業主に対する指導、
相談受付、労働紛争解決援助などの業務を実施しています。
これらの業務は、労働局の雇用環境・均等室（※）が担当しています。

育児・介護休業制度の周知・徹底、企業への助成金支給、好事例集の普及、ファミリー・サポート・センターの設置
促進を行っています。
次世代育成支援対策推進法の周知、啓発により、仕事と子育ての両立を支援しています。

同一労働同一賃金の実現に向けた非正規雇用の待遇改善や長時間労働の是正、ワークライフバランスの実現に向けた
取組を推進します。

パートタイム労働法の周知、啓発により、正社員との均等・均衡待遇の確保や正社員への転換を促しています。

２ 雇用の分野における男女の均等な機会・待遇の確保対策等の推進

４ 職業生活と家庭生活の両立支援対策の推進

１ 働き方改革の推進

５ パートタイム労働者の公正な待遇の確保

雇用均等行政に関する業務

女性活躍推進法の周知・啓発により、女性の活躍推進を進めています。

３ 女性活躍の推進
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総合労働相談において、あらゆる分野の労働相談に対応しているほか、助言・指導、あっせん制度の運用により個別労働紛争の
解決を図っています。

６ 個別労働紛争の解決
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※雇用環境・均等室は「働き方改革の推進」、「ワークライフバランスの実現」、「職場のパワーハラスメントの予防・
解決」、「労働契約法の周知・啓発」、「助成金の支給・周知」など多くの業務を担当し、山口労働局における業務の調
整も担っています。

契約をめぐるトラブルを防止するための「在宅ワークの適正な実施のためのガイドライン」の周知・啓発や、在宅ワークに関す
る情報提供・相談対応を行っています。

７ 在宅ワークの健全な発展のために




